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宮城県警察職場復帰支援実施要領の一部改正について（通達）

休職中の職員に対する職場復帰支援については 「宮城県警察職場復帰支援実施要、

領の制定について（通達 （令和３年３月17日付け宮本厚第223号）により実施して）」

きたところであるが、この度、職場復帰訓練は、地方公務員災害補償法（昭和42年法

律第121号。以下「法」という ）の適用を受けることができる場合があるものとする。

ため、別添のとおり宮城県警察職場復帰支援実施要領を一部を改正したので、事務処

理上誤りのないようにされたい。

なお、これに伴い、前記通達は廃止する。

記

１ 改正の要点

⑴ 職場復帰訓練の際は、職務としての実施ではないことから、法の適用を受ける

ことができないとしていたが、適用を受けることができる場合があると改めた。

⑵ 職場復帰訓練の標準プランとして提示している別表の第１週目について 「１、

日の訓練時間」を「9:00～11:00」から「8:30～10:30」に改めた。

⑶ その他文言等所要の整備を行った。

２ 施行期日

令和６年12月５日



宮城県警察職場復帰支援実施要領

第１ 趣旨

この要領は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条第２項第１号に規定

する心身の故障による休職により療養中の職員（以下「休職職員」という ）の職。

場復帰に対する不安を軽減するとともに、職場復帰を円滑に行うことを目的として

実施する職場における支援に関し必要な事項を定めるものとする。

第２ 定義

、 、 。この要領において 次に掲げる用語の意義は それぞれ次に定めるところによる

１ 健康管理医

（ 。宮城県警察職員の健康管理に関する訓令 平成18年宮城県警察本部訓令第８号

以下「訓令」という ）第11条に規定する警察本部庁舎の健康管理医及び警察本。

部に置く精神科の医師をいう。

２ 総括安全衛生管理者

訓令第５条の総括安全衛生管理者である警務部長をいう。

３ 健康管理者

訓令第８条の健康管理者である所属長をいう。

４ 健康管理スタッフ

訓令第10条に規定する保健師の資格を有する専任衛生管理者及び公認心理師又

は臨床心理士の資格を有し、警務部厚生課において職員の健康管理を担当する職

員をいう。

５ 職場復帰訓練

休職職員が、復職前に一定期間継続して試験的に出勤する制度であり、訓令第

34条の職務復帰訓練をいう。

第３ 療養中のケア

健康管理者は、休職職員が安心して療養に専念できるように、次により休職中の

支援を行うものとする。

１ 休職中における事務手続、職場復帰支援の手順等について休職職員に対して説

明すること。

２ 定期的に休職職員との面談を実施するなど休職中の健康状態の把握に努めると

ともに、必要に応じた指導・助言等を適切に行うこと。

第４ 職場復帰に向けた支援

健康管理者は、主治医から職場復帰が可能と判断された休職職員から職場復帰の

意思表示があったときは、次により職場復帰に向けた支援を行うものとする。

１ 主治医からの意見聴取

主治医から休職職員の回復状況の確認及び復帰後における就業上配慮すべき事

項についての意見を聴取すること。

２ 健康管理医の面談

主治医による復帰可能の判断を確認したときは、休職職員の同意を得た上で、

健康管理スタッフと連携して休職職員と健康管理医の面談を行うこと。



３ 職場復帰訓練の実施

休職職員が職場復帰訓練の実施を希望するとき、又は健康管理者が職場復帰訓

練の実施が必要であると認めたときは、第７の規定により職場復帰訓練を実施す

るものとする。

第５ 職場復帰の手続

健康管理者は、休職職員の職場復帰が可能であると判断したときは、次により職

場復帰に向けた手続等を行うものとする。

なお、職場復帰訓練を実施した場合は、職場復帰訓練が終了した後に手続を行う

ものとする。

１ 診断書等

⑴ 主治医の診断書

休職職員に対して主治医による職場復帰可能の判断及び就業上の配慮に関す

る主治医の意見が記された診断書（別記様式第１号）の提出を求めること。た

だし、職場復帰可能の判断及び就業上の配慮に関する主治医の意見が記された

任意の診断書が提出された場合は、診断書（別記様式第１号）の提出は不要と

する。

⑵ 健康管理医の診断

ア 健康管理医による職場復帰可否についての診断及び職場復帰に伴う就業上

の配意事項について、職場復帰に関する健康管理医の診断依頼書（別記様式

第２号）に前記⑴に規定する主治医の診断書の写しを添えて総括安全衛生管

理者に対して依頼すること。

イ 総括安全衛生管理者は、前記アの規定による依頼を受理したときは、健康

管理医に対して診断書（意見書 （別記様式第３号）の作成を指示し、作成）

後、当該診断書（意見書）を健康管理者に送付すること。

２ 健康管理指導区分

健康管理者は、前記１に規定する診断及び意見を踏まえて、職場復帰に当たり

訓令第29条の健康管理指導区分の指定の必要があると認められるときは、訓令第

30条の規定に基づき健康管理指導区分の申請を行うものとする。

３ 復職手続

最終的な復職の手続は、宮城県警察職員分限及び懲戒取扱規程（平成14年宮城

県警察本部訓令第13号）第６条の規定により行うものとする。

第６ 職場復帰後のフォロー

健康管理者は、次により休職職員の職場復帰後における疾患の再発の予防に努め

るものとする。

１ 職場復帰後は、労働負荷を軽減し、段階的に元の勤務状況に戻すなどの配慮を

すること。

２ 勤務状況の観察を行うなど心身の状態を把握するとともに、必要に応じて就業

又は医療上の配慮を行うこと。

第７ 職場復帰訓練

１ 対象職員



職場復帰訓練の対象となる職員（以下「対象職員」という ）は、休職職員の。

うち、主治医が職場復帰可能と判断した次に掲げる者とする。

⑴ 職場復帰訓練の実施を希望する者

⑵ 健康管理者が職場復帰訓練の必要があると認め、職場復帰訓練の実施に同意

する者

２ 職場復帰訓練期間

職場復帰訓練機関は、原則として２週間から４週間までの期間で実施する。た

だし、必要と認められる場合は、職場復帰訓練期間を延長することができる。

３ 実施場所

原則として、対象職員の元の職場（療養のため離れた際の主たる係等をいう。

以下同じ ）とする。ただし、次に掲げる場合は、元の職場と異なる職場におい。

て実施できる。

また、人事異動により所属を異にしている場合は、異動後の所属において実施

するものとする。

⑴ 元の職場に発症の要因があると考えられる場合

⑵ 元の職場での訓練実施が困難な場合

４ 実施内容

職場復帰訓練は、次に掲げる通勤訓練及び職場適応訓練とする。

⑴ 通勤訓練

通勤に慣れることを目的として、職場復帰を想定した出勤時間、通勤経路及

び通勤方法で自宅から職場に移動する訓練

⑵ 職場適応訓練

職場環境への適応を目的として、職場に一定時間滞在し、実務に関連した作

業等（職務として位置付けられないことから、あくまで資料収集、コピー作業

等の補助的作業に限る ）を行う訓練。

５ 実施手続

⑴ 訓練の申出

、 （ ）対象職員は 健康管理者に対して職場復帰訓練実施申出書 別記様式第４号

により訓練の実施を申し出るものとする。

⑵ 実施計画

健康管理者は、前記⑴の規定による申出を受けたときは、次に掲げる事項に

配意した上で職場復帰訓練標準プラン（別表）を参考に、職場復帰訓練実施計

画を作成するものとする。

ア 対象職員との話合いにより作成すること。

イ 可能な限り主治医の意見を踏まえて作成すること。

ウ 職場復帰訓練計画の内容について、対象職員の家族の同意を得ること。

⑶ 実施担当者

ア 健康管理者は 同一職場で勤務する職員の中から職場復帰訓練中の職員 以、 （

下「訓練職員」という ）を直接支援及び監督する者として実施担当者を指。

名するものとする。



イ 実施担当者は、次に掲げる支援等を行うものとする。

(ｱ) 職場復帰訓練の進捗状況の管理及び健康管理者に対する報告

(ｲ) 訓練職員からの相談対応

(ｳ) 治療状況の確認及び病状の把握

(ｴ) その他職場復帰訓練を実施する上で必要な指導・助言

⑷ 実施承認

ア 健康管理者は、職場復帰訓練の実施が可能と判断し、職場復帰訓練実施計

画を作成したときは、職場復帰訓練実施承認申請書（別記様式第５号）によ

り、総括安全衛生管理者に対して実施の承認を申請するものとする。

イ 総括安全衛生管理者は、前記アの規定による申請を受理したときは、職場

復帰訓練実施計画に対する健康管理医及び人事担当部門の意見を踏まえて申

請内容を審査し、訓練実施の可否について、職場復帰訓練実施に係る審査結

果通知書（別記様式第６号）により健康管理者に通知するものとする。

なお、審査の結果、健康管理者が作成した職場復帰訓練内容を見直す必要

が認められる場合は、職場復帰訓練実施に係る審査結果通知書に見直しの意

見を明記して通知するものとする。

６ 実施中のフォロー

⑴ 職場復帰訓練日誌

訓練職員は、職場復帰訓練を実施するごとに職場復帰訓練日誌（別記様式第

７号）を作成し、実施担当者に提出すること。

⑵ 職場復帰訓練状況の報告

実施担当者は、訓練職員から提出される前記⑴の職場復帰訓練日誌により、

健康管理者に対して職場復帰訓練状況を報告すること。

⑶ 面談の実施等

健康管理者は、必要があると認められるときは、積極的に訓練職員との面談

や主治医への情報提供を行うなど、訓練職員の心身の状態の把握及び再発等予

防に努めること。

７ 職場復帰訓練実施計画の変更

⑴ 変更申請

健康管理者は、次に掲げる職場復帰訓練実施計画の変更については、職場復

帰訓練変更承認申請書（別記様式第８号）により総括安全衛生管理者の承認を

得るものとする。

ア 職場復帰訓練期間を短縮（中止を除く ）又は延長する場合。

イ 職場復帰訓練場所を変更する場合

ウ 実施担当者を変更する場合

エ 当初の職場復帰訓練計画に比して訓練職員の負荷が増す作業に変更する場

合

⑵ 総括安全衛生管理者は、前記⑴の規定により申請を受理したときは、変更す

る職場復帰訓練実施計画に関する健康管理医及び人事担当部門の意見を踏まえ

て申請内容を審査し、職場復帰訓練実施計画変更の可否について、職務復帰訓



練実施に係る審査結果通知書により健康管理者に通知するものとする。

なお、審査の結果、健康管理者が作成した職場復帰訓練実施計画の変更内容

を見直す必要が認められる場合は、職場復帰訓練実施に係る審査結果通知書に

見直しの意見を明記して通知するものとする。

８ 健康管理医の面談

健康管理者は、職場復帰訓練の終了前（おおむね終了予定日の１週間前から２

日前までの期間をいう ）に健康管理スタッフと連携の上、訓練職員に対する健。

康管理医の面談を実施するものとする。ただし、９－⑴の規定により職場復帰訓

練を中止したときはこの限りでない。

９ 職場復帰訓練の終了等

⑴ 職場復帰訓練の中止

健康管理者は、職場復帰訓練期間中において、次に掲げるいずれかに該当し

たときは、職場復帰訓練を中止するものとする。

ア 訓練職員が職場復帰訓練の中止を申し出たとき。

イ 心身の状況が職場復帰訓練に耐えられないと認められるとき。

ウ 職場復帰訓練を継続することが業務に支障を来すと判断されるとき。

エ その他継続することが適当でないと認められるとき。

⑵ 職場復帰訓練終了報告

健康管理者は、職場復帰訓練を終了又は中止したときは、職場復帰訓練終了

（中止）報告書（別記様式第９号）により、総括安全衛生管理者に対して職場

復帰訓練の終了又は中止の報告を行うものとする。

10 給与等の取扱い

⑴ 職場復帰訓練実施中の職員に対しては、法令に基づき休職職員に支給される

ものを除き、いかなる給与も支給されない。

⑵ 職場復帰訓練は、職務として実施するものではないが、地方公務員災害補償

法（昭和42年法律第121号）の適用を受けることができる場合があるため、職

場復帰訓練中に発生した災害について、健康管理者は、警務部警務課長に速や

かに報告するものとする。

第８ 準用

前記第７の職場復帰訓練は、第７－10－⑴の給与等の取扱いを除き、勤務時間、

休暇等に関する条例（平成７年宮城県条例第７号）第15条の病気休暇を取得してい

る職員に準用することができる。

第９ その他

職場復帰支援を円滑かつ効果的に行うために、総括安全衛生管理者は、人事担当

部門との情報共有及び連携に配意すること。また、健康管理者、健康管理スタッフ

及び健康管理医は、相互に緊密に連携するものとする。



別表

職場復帰訓練標準プラン

区 分 １日の訓練時間 訓 練 内 容

【通勤訓練がメイン】

第１週目 8:30 ～ 10:30 ◆ 通勤訓練（通勤に慣れる ）。

（１～２時間程度） ◆ 職場適応訓練

・ 短時間職場に滞在し環境に慣れる。

・ ○○作業

◆ 通勤訓練（始業時間までの登庁に慣れる ）。

第２週目 8:30 ～ 12:00 ◆ 職場適応訓練

（午前中程度） ・ 一定時間職場に滞在し環境に慣れる。

・ ○○作業

◆ 通勤訓練

第３週目 8:30 ～ 15:00 ◆ 職場適応訓練

。（４～６時間程度） ・ 休憩時間をまたいで職場に滞在し環境に慣れる

・ ○○作業及び△△作業

◆ 通勤訓練

第４週目 8:30 ～ 17:15 ◆ 職場適応訓練

（フルタイム） ・ フルタイムで職場に滞在し環境に慣れる。

・ ○○作業及び作業

【職場復帰訓練実施計画（プラン）を作成するに当たっての留意事項】

１ 職場復帰訓練期間・内容

主治医の意見や回復状況などを踏まえて訓練職員と話し合い２週間から４週間までの期間

で作成すること。

２ 家族の同意

職場復帰訓練の実施に当たっては、職場復帰訓練内容について訓練職員の家族の同意を得

ること。

３ 労働負荷の軽減

職場復帰訓練は、職員の労働負荷の軽減に配意し、通勤訓練から始め段階的に負荷を高め

るなど急激な負担とならないよう計画すること。

４ 作業内容

職場復帰訓練中に行う作業は、職務として位置付けられないことから、補助的作業に限る

こととし、署名・押印を必要とする作業など責任の伴うものは行わせないこと。

〈作業例〉

・文書・資料作成補助、パソコン入力作業、書類整理、コピー作業等



別記様式第１号

診 断 書 （意 見 書）

氏 名 生年月日 年 月 日生

病 名

可 ・ 不可復職の可否

診 断 結 果

（回復状況）

※ 復職に当たって、勤務制限など職場で配慮が必要な事項についての意

見を記載願います。

就業上の配慮

すべき事項等

（意見）

※ 復職可の場合

今 後 の

治 療 方 針

そ の 他

上記のとおり診断します。

年 月 日

（医療機関）

所 在 地

名 称

印担当医師名 ○



別記様式第２号

年 月 日

総括安全衛生管理者 殿

（警 務 部 長）

健 康 管 理 者

（ 所 属 長 ）

職場復帰に関する健康管理医の診断依頼書

休職等職員の職場復帰に関する健康管理医による診断について、宮城県警察職場復帰支援

実施要領第５－１－⑵の規定に基づき主治医の診断書（写し）を添えて依頼します。

職・係 階 級

対象職員
生 年

（ ）氏 名 年 月 日生 歳
月 日

病 名

( )主治医の診断

休 職 等

の 経 過

健康管理医
年 月 日

面談実施日

そ の 他

※ 主治医の診断書（写し）を添付すること。



別記様式第３号

診 断 書 （意 見 書）

氏 名 生年月日 年 月 日生

病 名

可 ・ 不可復職の可否

健康状態等

の 評 価

□時間外勤務の制限又は禁止 □夜間勤務の制限又は禁止

□交替制勤務の禁止 □出張の制限又は禁止 □作業の転換

□配置転換・異動 □拳銃保管措置 □運転業務の制限又は禁止

□柔道・剣道など急激に身体を急激に動かす訓練の制限又は禁止

□その他（ ）

復職に当たって

職場で配慮すべ 上記の具体的な内容と今後の見通し

（ ）き事項等 意見

健康管理区分 □指定が妥当（ Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ） □指定不要

面談実施日 年 月 日

そ の 他

上記のとおり診断します。

年 月 日

印健康管理医 ○



別記様式第４号

年 月 日

健 康 管 理 者 殿

（ 所 属 長 ）

所属：

階級：

氏名：

職 場 復 帰 訓 練 実 施 申 出 書

職場復帰訓練の実施について、宮城県警察職場復帰支援実施要領第７－５－⑴の規定に基

づき申出をします。

病 名

通 院（ 週・ 月 回） 服 薬（ 有 ・ 無 ）

名 称

治療の状況

医療機関 所 在 地
（電話番号） － －

主 治 医

訓練希望期間 □２週間 □３週間 □４週間 □希望なし

通 勤 手 段 □徒歩 □自家用車 □自転車 □公共交通 □その他（ ）

（申告・承諾事項）

◆ 申告事項 （※該当する□にチェック）

□ 復帰可能と考えられる程度に回復しています（自覚症状 。）

□ 主治医による職場復帰可能の判断を確認しています。

□ 生活上の主治医からの指示事項は、次のとおりです。

指示内容：

□ 職場復帰訓練を実施することを家族が同意しています。

◆ 承諾事項（病気休暇を取得している職員を除く ）。

私は、職場復帰訓練が職務として実施するものではないことを理解し、休職職員に支

給されるものを除き、いかなる給与も支給されないこと、また、地方公務員災害補償法

の適用を受けることができない場合があることに承諾します。

氏名（自署）



別記様式第５号

年 月 日

総括安全衛生管理者 殿

（警 務 部 長）

健 康 管 理 者

（ 所 属 長 ）

職 場 復 帰 訓 練 実 施 承 認 申 請 書

休職等職員の職場復帰訓練に実施について、宮城県警察職場復帰支援実施要領第７－５－

⑷の規定に基づき申請します。

職・係 階 級

（ ）訓練職員 氏 名 年 月 日生 歳生 年 月 日

住 所

病休期間 年 月 日 から 年 月 日まで

休職等期間

休職期間 年 月 日 から 年 月 日まで予定

訓練予定期間 年 月 日 から 年 月 日まで（ 週間）

訓練実施場所

指導責任者 職・係 階級 氏名

期 間 時 間 訓練内容

/ ～ / : ～ :

（ 日間） （ 時間）

実施計画 / ～ / : ～ :

（プラン） （ 日間） （ 時間）

/ ～ / : ～ :

（ 日間） （ 時間）

/ ～ / : ～ :

（ 日間） （ 時間）

備 考

※ 訓練職員からの「職場復帰訓練実施申出書」の写しを添付すること。



別記様式第６号

年 月 日

健 康 管 理 者 殿

（ 所 属 長 ）

総括安全衛生管理者

（ 警 務 部 長 ）

職場復帰訓練実施に係る審査結果通知書

年 月 日付けで申請のあった職場復帰訓練の実施について、審査した結果は

次のとおりであるので通知する。

職・係 階 級

訓練職員

（ ）氏 名 年 月 日生 歳生 年 月 日

１ 申請どおり承認する。

２ 条件を付して承認する。

承認事項 ３ 訓練内容を変更して承認する。

４ 承認しない（実施・変更不可 。）

（理由： ）

条 件 又 は

変 更 内 容

※ 承認事項が

２又は３の場合

配 意 事 項

備 考



別記様式第７号

職 場 復 帰 訓 練 日 誌

《訓練 日目》 訓練職員

訓練実施日 年 月 日 （ 曜日）

訓 練 時 間 登庁時刻 時 分 退庁時刻 時 分

体 調

訓 練 内 容

感 想 等

【実施担当者の所見】

【健康管理者又は健康管理担当者の指示・助言】

健康管理
健康管理者 実施担当者

担 当 者
確 認 印



別記様式第８号

年 月 日

総括安全衛生管理者 殿

（警 務 部 長）

健 康 管 理 者

（ 所 属 長 ）

職 場 復 帰 訓 練 変 更 承 認 申 請 書

休職等職員の職場復帰訓練の変更について、宮城県警察職場復帰支援実施要領第７－７－

⑴の規定に基づき申請します。

職・係 階 級

訓練職員

（ ）氏 名 年 月 日生 歳生 年 月 日

訓練開始年月日 年 月 日

変更内容 □訓練期間 □訓練場所 □指導責任者 □その他の訓練内容

（変更前）

変更内容 （変更後）

変更理由

同 意 等 訓練職員の同意： □有 □無 家族の同意 □有 □無

主治医の意見等

備 考



別記様式第９号

年 月 日

総括安全衛生管理者 殿

（警 務 部 長）

健 康 管 理 者

（ 所 属 長 ）

職場復帰訓練終了（中止）報告書

休職等職員の職場復帰訓練の終了（中止）について、宮城県警察職場復帰支援実施要領第

７－９－⑵の規定に基づき報告します。

職・係 階 級

訓練職員

（ ）氏 名 年 月 日生 歳生 年 月 日

訓練実施期間 年 月 日 から 年 月 日まで

中止の理由

(訓練中止の場合)

訓 練 実 施 結 果

対人関係

(ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ)

観

察

業務関係

結 (職務遂行)

果

そ の 他

職場復帰への意欲

総合所見

備 考


